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中間支援組織や連携の仕組みづくりに関するこれまでの議論等
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①川崎市市民活動支援指針改訂検討委員会報告書
（平成26年11月）

■委員会の設置目的

市民活動支援指針改定に向けた検討
■報告書の要旨（中間支援組織に関する部分のみ）

・運営コストの問題
中間支援のみを行っている団体は、他の団体の活動支援を

ミッションとしているため、安定的な収入の確保が課題。
積極的に中間支援を行っていくためには人員や予算面など

の組織の体力補強が不可欠。

・活動主体の多様化への対応
多様な各領域の中間支援組織をつなぐ総合的な支援体制の

構築が必要。
総合的な支援体制は、中間支援組織同士や行政が協力して
担うことで実現。そのためのネットワーク、連携強化が重要。

・身近な区域での中間支援組織構築の必要性
相談やコーディネートにも対応できる中間支援機能がより

身近な地域単位にあることが望ましい。
かわさき市民活動センターと区の支援拠点等との連携・相

談体制の構築が必要

①川崎市の中間支援組織の現状に関して、運営面、区域規模の適正化、活動の多様化への対応などの課題が挙げられる。
②また、コミュニティの仕組みづくりについても、活動の継続性の難しさ、実効性の担保などの課題が残されている。

②川崎市都市型コミュニティ検討委員会報告書
（平成22年3月）

■委員会の設置目的
地域課題の解決に取り組むコミュニティの仕組づくりを検討
し、住民組織活動の活性化と自治意識の高揚を図る。
■報告書の要旨
・町内会・自治会と市民活動団体等との連携事例の分析
・「区域、場、人材、資金、情報連携」の５つに課題整理
（主な提言内容）
会合の場の確保、地域リーダー・地域コーディネーターの育成、

コミュニティ活動への新たな助成制度創設、地域情報の発信強化
など

※モデル事業の実施
期間 平成23年度、24年度（2年間で終了）
概要 各区において、町内会・自治会と市民活動団体の連

携事業をモデル的に実施
（落書き消しやコミュニティカフェ運営など）

運営
コスト

多様化への
対応

身近な区域

中間支援組織に関する課題

（考えられる仮説）

• 町内会・自治会の活性化施策を連携と言う形に囚われ、連
携すること自体が目的化していたのではないか

• コーディネートする職員側の理解不足により、理念・制度
が、関係者に正しく理解されなかったのではないか

• 連携した取組について、町内会・自治会をはじめ地域から
もともとニーズがあったのか⇒マーケティングの不足？

• 他者との関係性や絆に関する個人意識に関して、都市部
特有の難しさがあるのではないか



市内の中間支援組織の状況
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【参考：川崎市市民活動支援指針(Ｈ13)】

• かわさき市民活動センター（市民活動の支援）
• 川崎市社会福祉協議会ボランティアセンター（地域福祉の増進）
• 川崎市自治財団（町内会・自治会の活動支援）
• ＮＰＯ法人ぐらすかわさき（市民活動団体による中間支援）
• 川崎市産業振興財団（中小企業及び起業家を対象とした総合的な経営支援）
• 男女共同参画センター（男女平等施策の推進拠点）
• 川崎市生涯学習財団（生涯学習事業の推進）
• 川崎市国際交流協会（市民レベルの国際交流活動の推進）
• 各区のまちづくり推進組織（区における中間支援）

※主な活動内容の例：定例会議やフォーラムの開催、情報誌の発行、必要な相談などのサービス提供
• かわさきコンパクト（企業と市民のネットワーク）
• 川崎区企業市民交流事業推進委員会（企業と地域のネットワーク）
• かわさき男女共同参画ネットワーク（スクラムネット２１）（市民や事業者によるネットワーク）
• かわさきＮＰＯ法人連絡会（ＮＰＯ法人ネットワーク）
• 川崎市視覚障害者ボランティア連絡会オブリガート（福祉団体ネットワーク）など

①領域別の多様な中間支援組織

②その他 多様な主体をつなぐネットワーク

• 市民活動の自主性・自立性に配慮した支援には、市民主導型の中間支援組織の確立が必要。
• 中間支援組織の機能を担える団体が多いほど市民活動が活発化。

委員の取組事例報告（別紙「資料２－２」）
事例１ かわさき市民活動センター
事例２ 社会福祉協議会ボランティア振興センター
事例３ ＭＡＳＳ×ＭＡＳＳ関内 フューチャーセンター
事例４ 宮前区まちづくり推進委員会

①活動主体の属性に応じた多様な中間支援組織が活動を展開
②多様な主体をつなぐネットワークも構築している

市民主導型の多様な
中間支援組織の充実
が求められている。



今後の協働・連携に求められる中間支援組織の役割とは①
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企業
市民
行政など

中間支援組織
各主体

各主体

支援

協働・連携の担い手となる
市民社会全体の底上げ

協働・連携の担い手

資源調達

（課題）
・運営に関するコスト面の問題
・支援対象となる活動主体の多様化への対応
・地域レベルの中間支援機能

 協働・連携の推進には、その担い手となる市民社会全体の底上げが必要不可欠。
 市民社会全体の底上げのためには、個別の各主体の育成・強化をミッションとする中間支援組
織の役割が重要。

 今後は、中間支援組織が抱える課題への対応策として、支援先の団体との関係性強化だけでな
く、一般の多くの人や企業等からの共感を獲得し、多くの関係者を巻き込むことによる資源調
達先の開拓や、中間支援組織同士のネットワーク化などが求められているのではないか。

（課題への対応策案）
・ICTなどを活用した効率的効果的な資源獲得、
情報発信
・他の中間支援組織とのネットワーク化
・地域レベルの中間支援組織の構築

中間支援組織の役割（イメージ①）

⇒「各主体の支援強化を通じた市民社会全体の底上げ」

支援
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今後の協働・連携に求められる中間支援組織の役割とは②

市民活動団体や企業の双方の協働・連携に関する意識が高まっている。

出典：かわさき市民活動センター 利用登録団体アンケート

○かわさき市民活動センターの利用登録団体アンケート（平成２６年2月）

出典：公益社団法人経済同友会 「日本企業のＣＳＲ：自己評価レポート2014」

課題解決に際して、他
の主体との連携を重視

○公益社団法人経済同友会による企業ＣＳＲに関する調査（平成２６年5月）

ＮＧＯ・ＮＰＯと協働する企業は45％。そ
のうち十分な成果を上げているのは4割

経営者意識調査では、近年のＣＳＲの取組は増加傾向。
（2010年意識調査に比べ、増やしたとする割合が倍増）

 協働・連携に関するニーズの高まりを踏まえると、今後は、協働・連携を進めるための具体
的な仕組みやコーディネート機能が重要になるのではないか



各団体
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各団体

各団体

○主体や活動をコーディネート
・異なる多様な主体をつなぐ
⇒交流会・協議会などによる団体マッチング、出会い
の場づくり、円卓会議の設置・運営

・活動を社会全体につなぐ
⇒情報発信による水平展開の促進、課題の社会化、
社会全体の活動の底上げ、協働・連携の活性化

○各主体の資源をコーディネート（これまでの
中間支援と同義）
・市民、企業からの寄付をつなぐ
⇒市民ファンド、クラウドファンド

・人的資源をつなぐ
⇒プロボノ等人材マッチング

・活動基盤強化を目的とした第３者からの共感獲得
⇒ＩＣＴ等を活用した効果的な情報発信

今後の協働・連携に求められる中間支援組織の役割とは②

課題

困っている人

複雑化する地域課題

各主体をつなぎ、
協働連携をコー
ディネート

協働連携を通じた
地域課題の解決各主体（各主

体の有する活
動資源含む）

具体的な仕組みの機能例

主体Ａ

主体Ｂ

主体Ｃの資源

協働・連携の仕組み
（中間支援組織等）

中間支援組織の役割（イメージ② ）

⇒「コーディネートにより協働・連携を推進する仕組み」



多様な主体をつなぐ取組事例①
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○一般社団法人
ソーシャルコーディネートかながわ（ソコカナ）

○川崎区企業市民交流事業推進委員会

設立目的：豊かで自立した地域社会をつくるため、市民
の視点に立って、ＮＰＯと企業と地域をつなぐ

主な事業
◇企業とＮＰＯのパートナーシップ支援

・「企業とＮＰＯのパートナーシップ支援事業」の企画・運営
（神奈川県事業）
・企業向けＣＳＲコンサルティング
◇市民団体・ＮＰＯの協働力の向上
・かながわ県民活動センター「アドバイザー相談事業」受託
・自治体、ＮＰＯなどのセミナー・研修会に講師を派遣

◇協働コーディネーターの養成
・企業とＮＰＯの協働に関心がある人向けの講座開催

◇市民や企業による寄附・社会貢献活動への参加促進

・現役企業人向けの社会貢献活動に関わるきっかけづくり
やヒントになる小冊子「I can make a difference」を制作
・市民や企業向けに社会貢献活動への参画の機会を提供
するＷＥＢサイト「プラス・チャリティ」を運営

設置目的：企業の地域社会貢献活動の促進及び生活市
民と企業市民の交流の場づくり

取組内容：地域資源「かわさきの宝物」の発掘と活用、産
業ミュージアム事業のイベントの開催、企業
と市民との交流の場や社会貢献活動の推進

構成員：連合町内会、かわさき歴史ガイド協会、市立中
学校長会、東京電力、ＪＦＥスチール、川崎信用
金庫、京浜急行電鉄など３４団体及び公募区民
２人

開催頻度：委員会は年３回程度、３つの部会を設置し、そ
れぞれ年３回程度開催

協働事例：東京ガス、味の素など１０企業・団体の社員等

が講師を務め、京町中学校でキャリア教育の出
前授業を実施（H26年度）

京町中学校での出前授業 親子向け「川崎臨海部の夢発
見！バスツアー」（キング ス
カイフロントで）

パートナーシップミーティング



多様な主体をつなぐ取組事例②
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○かわさきコンパクト ○生田緑地マネジメント会議

設置目的：グローバルな視野から設定した課題に対し、
川崎の市民・企業・行政等の連携によって解
決を目指す

取組内容：事業者や市民団体の自発的な参加を募り、多
様な主体の協働によるプロジェクトや意見・情
報の交換と情報発信、セミナー・フォーラムな
どのイベントの開催

構成員：富士通、モトスミ・ブレーメン通り商店街振興組合、
川崎信用金庫など１７企業。ＬＥＴ‘Ｓ国際ボラン
ティア交流会、市民文化パートナーシップかわさ
き など１９団体

開催頻度：経済団体、市民活動団体、ＮＰＯなどの各セク
ターの有識者５名で構成するかわさきコンパクト
委員会を年３回程度開催

設置目的：生田緑地にかかわる多様な主体が相互に連
携・調整しながら管理運営に参加する「協働
のプラットフォーム」として設立

取組内容：生田緑地の魅力向上、課題解決に向けた取
組や、管理・運営・整備についての情報共有、
協議調整、提言等を行う。

構成員：市民団体等１８団体（生田緑地の雑木林を育て
る会、かわさき自然調査団など）、地域団体・大
学等１８団体（多摩区観光協会、専修大学など）、
行政・指定管理者等１６団体の５２団体

開催頻度：常設会議が３つあり、全体会は年１回、運営
会議と自然環境保全管理会議は年数回開催。
その他プロジェクト会議等を適宜開催。

協働事例：郵便局との連携による生田緑地オリジナルフ
レーム切手の作成。案内を考えるプロジェクトに
よるばら苑開催時の駅前案内やのぼり設置。

協働事例：企業（東京ガス）と市民活動団体（省エネグ
ループ）による環境教育の実施



多様な主体をつなぐ取組事例③
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○地域包括ケアシステム連絡協議会 ○かわさき男女共同参画ネットワーク
（すくらむネット２１）

設置目的：地域包括ケアシステム推進ビジョンの着実な
推進

取組内容：地域包括ケアシステムの構築に向けて、各関
係者・団体がそれぞれの役割・立場から個々
の主体的な取組を自由に検討・協議する

構成員：有識者、医療関係者、福祉関係者、地域団体、
サービス提供者、介護経験者

開催頻度：年３回程度。テーマに応じたワーキングの開
催も検討中

設置目的：女性も男性も互いに人権を尊重し、ともに働き、
学び、生活することができる快適な男女共同
参画社会の実現

取組内容：意見・情報の交換と情報発信、講演会などの
イベントの開催

構成員：川崎商工会議所、川崎市医師会、川崎市立小・
中・高等学校長会、国際ソロプチミスト川崎、川
崎市全町内会連合会、川崎市社会福祉協議会
など４４団体

開催頻度：全体会議は年１回、９団体が参加する運営会
議は年２回程度、フォーラム年１回開催

協働事例：川崎中原工場協会が設置した「地域女性活躍
推進委員会」の取組を先行事例として全体会議
で報告。「かわさきライフキャリア教育支援協議
会」に、いくつかのすくらむネット２１加盟団体が
参加

※平成２７年度新設、第１回は５月１３日開催予定

今後の方向性（予定）

区役所組織と連動した、区を中心とした地域単位のプ
ラットフォームの構築



地域課題の解決に向けた仕組みづくりに関する庁内検討状況
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・地域のキー
パーソンや中間
支援組織と行政
職員による
コーディネート

目指すべき
地域社会の実現

・人材育成を通じた
区役所における
地域支援機能の強化

地域をつなぐ
新たな参加と協働の
プラットフォーム
による環境整備
【イメージ】

市
民
参
加
や
協
働
・
連
携
を
通
じ
た
課
題
の
共
有
や
取
組
の
実
現

・情報プラット
フォームを活用し
た地域情報の共有
やマッチング

・より身近な地域での
フューチャーセッショ
ン等を通じた、市民参
加や対話の機会の拡充

～平成27年度に実施する協働・連携の仕組みづくりに向けた事業～

■プロボノサマーチャレンジKAWASAKI（人材マッチングモデ
ル事業）の実施
地域貢献意欲のあるシニアや企業等で活躍している現役の社会人に、

NPOや町内会・自治会活動などが抱える課題の解決に取り組み、併せて
団体の活動のステップアップにつなげる人材マッチング事業を実施する。

■ICTを活用した情報プラットフォームの構築に向けた検討
多様な主体が協働・連携して活動を行うために必要な資源・情報を得るための情報プラット

フォームの構築に関する検討を行う。

■その他 市民が市民を支える取組支援～市民ファンドによる
資金循環の仕組み等との連携
市内初の市民ファンドの一般財団法人化・公益財団法人化へ向けた
技術的支援等を通じ、市民が市民を支える仕組みの強化を図る。

■区役所のあり方の検討における「協働・連携」機能に関する調整
区役所機能及び区役所職員における協働・連携の役割の位置付けや、

協働マインドを持った職員や地域人材の育成、地域の中間支援機能に関
する事項等について関係課と調整し方向性を固める。

中間支援団体・企
業・ＮＰＯなど 行政

多様な主体によるプラットフォーム

プラットフォームを通じた市民・
団体の活動支援やマッチング

コーディネート、活動支援等による
地域課題解決の仕組みづくり

事業を通じて構築

課題解決をするための連携協働を促進する仕組みの検討を進める



協働・連携の仕組みづくりとしてのあり方・方向性（例）

課題解決をするための連携協働を促進する仕組みとして、いくつかの機能パターンが考
えられる。
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【特徴・キ－ワード】

 協働・連携により、実際
の成果を生み出すこと
を目的として活動。

 達成したい目的に応じ
て、個別のネットワーク
がいくつも存在

 ミッションオリエンテッド、
使命達成とともに解散
⇒組織や器ありきでは
ない

【例】

 生田緑地マネジメント会
議

 地域包括ケアシステム
協議会

 かわさき里山コラボ
 地域見守りネットワーク

【特徴・キーワード】

 協働・連携を生む環境
や基盤としてのネット
ワーク

 多様な主体の参加を契
機として、様々な協働・
連携の取組を生む。

 協働・連携の情報発信
等による意識啓発、活
動の水平展開の推進

【例】

 川崎区企業市民交流事
業推進委員会

 かわさきコンパクト
 かわさき男女共同参画
ネットワーク（すくらむ
ネット２１）

【特徴・キーワード】

 多様な主体をつなぐ事
務局機能・スタッフを有
し、地域課題解決に向
けた協働連携を促進

 コーディネートの対象は、
ＮＰＯや企業、事業者、
大学、町内会・自治会か
ら、領域ごとの中間支援
組織など、さまざま

 協働・連携の情報発信
等による意識啓発、活
動の水平展開の推進
（再掲）

【例】

 ソーシャルコーディネー
トかながわ など

【特徴・キーワード】

 活動主体と別の主体が
有する資金・人材などの
活動資源を結ぶ

 これまでの中間支援組
織が提供している機能
と同じであるが、新たな
手法などを活用し、支援
先団体だけでなく、資源
提供者の開拓、調達先
の裾野拡大など、より多
様な関係者の巻き込み
を意識

【例】
 市民ファンド
 クラウドファンディング
 プロボノマッチング
 ＩＣＴ等を活用したマッチ
ングや情報発信

具体的活動を進める

一つの主体としての
ネットワーク

多様な活動資源をつ
なぐ（これまでのいわ
ゆる中間支援組織）

コーディネート機能を
持つ中間支援組織

協働・連携を生むた
めのネットワーク



まとめ 中間支援組織の役割と協働・連携を生み出す仕組みづくりに向けて

 協働・連携の担い手育成の意味で、中間支援組織は重要な役割をも
つ。

 また、協働・連携を生み出す具体的な仕組みとして、コーディネー
ト機能を発揮する何かしらの仕組みが必要となる。

 中間支援組織や協働・連携の仕組みづくりに向けては、特に多くの
関係者を巻き込み、多様な資源を獲得することが最も重要。

 一方で、行政がもつ資源のうち、最も特徴的で代替性の低いものは
信用力である。

 行政の求められる役割としては、協働・連携の取組や活動について、
行政が積極的に関与し信用力を提供することにより、協働・連携の
すそ野が広がり、一段と活性化することではないか。
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